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１．研究要旨 

東日本大震災後、沿岸部に居住していた

多くの住民はその住処を失い、避難所生活

を経て、応急仮設住宅での生活を余儀なく

されてきた。仮設住宅の運用期間は当初２

～３年の予定であったが、震災後丸４年を

経過した現在、災害復興住宅の建設は遅々

とした歩みで、依然として多くの被災者が

仮設住宅での生活を続けている。超高齢社

会となった我が国において、被災地である

東北地方の太平洋沿岸は、震災以前より高

齢化率が高い地域であった。2011 年の震災

後、若年層の地域外への流出が被災地の高

齢化を促進しており、被災地における高齢

化問題は将来の日本全体を投射する最重要

課題に他ならない。もちろん仮設住宅にお

いてもその住民の多くは高齢者であり、彼

らの健康状態の悪化、体力の低下、フレイ

ル、認知症の発症などが危惧されている。 

我々は、今回足かけ３年の研究として、

東日本大震災の発災時に 65 才以上であっ

た高齢者 2,249 名を対象にアンケート調査

とタッチパネルコンピューターを用いた認

知機能検査を平成 26 年度までに、震災後

24、32、42 か月後の３時点で施行した。認

知機能の推移を評価するとともに、同時に

施行した調査票の結果を合わせ、認知機能

低下に関わる要因について検討を行った。 

 震災後、仮設住宅に居住する高齢者にお

いて、他地域の調査に比べ認知症が疑われ 

る割合は有意に高いものであった。さらに、 

 

24、32、42 か月後の認知機能検査では継時

的に認知症が疑われる割合の増加が確認さ

れた。また、年齢が若いこと、握力が強い

こと、Ｋ６スコアが低いこと、Lawton I-ADL

が高いこと、週に３度以上の外出をするこ

と、の６項目が簡易認知機能検査の高値(13

≦)との正相関を認めた。 

今後は災害復興住宅の建築が進み、仮設

住宅からの転出がどんどん進んでいく。全

ての仮設住宅居住者にとって、仮設で形成

されたコミュニティ、生活基盤が一度失わ

れ、また一から新生活を余儀なくされると

いう過酷な現実が待っている。若年者はと

もかく高齢者にとって新たな環境に適応し

ていくのは決して容易なことではない。災

害復興住宅での更なる孤立や孤独死も危惧

されている。今後は、災害復興住宅等の新

たな居住空間においての健康調査、介護＆

認知症予防への取り組みが必ずや必要であ

る。(Ishiki et al. 2015, 2016) 

 

２．研究の概要 

（１）研究目的 

本研究の目的は宮城県沿岸部の住民を

対象に、震災およびそれによって強いられ

る避難生活が、認知機能、日常生活動作に

及ぼす影響を前向きコホートとして研究し、

今後起こりうる災害に対するより良い対応

のための認知症予防プログラムを策定する

ことである。今回の震災で多くの尊い命が

奪われ、それ以上の数の住民が住居を失い、
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現在仮設住宅での生活を強いられている。

本研究では気仙沼市およびその周辺エリア

において、仮設住宅に居住する高齢被災者

を対象に前向きコホート研究を行う。我々

は既にアルツハイマー病患者でのパイロッ

トスタディにおいて、非被災者より被災者

において認知症の増悪が顕著で、さらに被

災者の中でも、自宅に留まった患者に比し

避難所に生活した患者において認知症症状

がより増悪した事を報告した(Furukawa et 

al.2011, 2012, 2013)。本研究では住民の

認知機能と日常生活動作について、現地で

アンケート調査、認知機能の観察、血液分

析を行い、それらの変化について前向きコ

ホート研究を遂行する。また認知症の発症

率、さらには認知症患者の病気の進行につ

いて調査し、災害時における認知機能変化、

認知症の発症および進行についてのエビデ

ンスを構築することである。 

 

（２）研究方法 

①アンケート調査 

東北大学大学院医学系研究科公衆衛生

学教室の辻一郎教授が作成したアンケート

調査票「東日本大震災・被災者健康診査(ア

ンケート票)」を基に作成した調査票を各被

調査者に直接配布し、後日調査票を回収し

た（留め置き調査）。調査票の配布、回収は

委託会社（新情報センター）の調査員が行

った。 

②簡易認知機能検査および筋肉量測定 

鳥取大学医学部保健学科 浦上克哉教授

らが開発した認知機能検査装置「物忘れ相

談プログラム」(日本光電社 MSP-1000)を用

いた簡易認知機能検査を仮設住宅内の集会

所にて遂行した。また、認知機能検査に並

行して握力測定も行った。 

③集団検診 

気仙沼市で行われる集団検診（後期高齢

者健診、特定健康診査）のデータを取得し、

アンケート調査にリンクさせた。 

 

（３）研究スケジュール 

平成 24～26 年度とし、図１のスケジュ

ールで行った。各調査後には集計・解析を

行い、緊急性のある事象の有無をチェック

した。特に個人に関して、明らかに緊急性

のあるデータが得られた場合は、その個人

に対するアドバイスを郵送した。 

 

（４）倫理面の配慮 

①倫理原則の遵守 

本研究の実施にあたっては、ヘルシンキ

宣言（2008 年 10 月）の精神を遵守し、か

つ本研究実施計画書ならびに「臨床研究に

関する倫理指針」（平成 21 年４月１日施行）

を遵守して実施した。 

②施設審査委員会の承認 

本研究の実施に先立ち、東北大学大学院

医学系研究科の倫理審査委員会にて、本研

究の倫理性・科学的妥当性および実施の適

否につき審査を受け、同委員会の承認を得

た後、医療機関の長の許可を受けた上で本

研究を実施した。研究の継続に関しても同

様に医療機関の長の許可を受けた上で継続

した。 

③インフォームドコンセント 

対象となる被調査者ならびに代諾者（本

人が同意能力を欠く場合には、代諾者のみ

から取得する）に対し、研究内容について、

別に定める同意説明文書に基づいて十分に

説明した。被調査者ならびに代諾者が内容

をよく理解したことを確認したうえで本研

究への参加について、被調査者または代諾

者の自由意思による同意を文書で得るもの

とした。 
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④協定書 

本研究は東北大学加齢医学研究所（甲）

と気仙沼市（乙）が共同で行う事業である。 

 

甲と乙は本研究に関して協定書を交わすこ 

とを前提とする。協定書に従い、甲と乙は

データの共有、結果の還元を行った。 

 

図１ 研究スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 研究フローチャート 
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３．研究結果 

（１）アンケート結果の概要 

第１回調査において、アンケート調査で

は全体で 1,576 名から回答を得た（回収率

73％）。その概要を下図に示す。

 

図３ 第１回アンケート結果の概要 
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g）飲酒している方は震災前に比較して   h）睡眠導入剤（安定剤）を睡眠前に服用し 

飲酒量は増えていますか？         ていますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

i）最近の日中の活動について      j）仕事を含め、平均してどれくらい外出し 
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者が不調を訴えている（図３c）。栄養状態
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事を維持している（図３d）。 
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しかし一部で体重の減少が、一般の加齢

に伴う減少以上に進行している様子であり

（図３e）、年次を追って経過をみる必要が

ある。今後は食事の内容を解析するととも

に、健診データ等から得られる採血データ

をリンクさせて詳しい栄養評価をする予定

である。喫煙・飲酒に関しては、４分の１

前後の割合で震災前より増加している。（図

３f、g）。特にアルコール依存は過去の大規

模災害でも問題となった事項であり、今後

も注視して、必要があれば市に協力を仰い

で予防措置を講じる予定である。睡眠もや

や障害されている傾向があり、睡眠薬を新

たに内服し始めた人が見られる（図３h）。 

 

（２）文献データによる非被災地との比較 

本研究は前向きコホートを前提として

おり、コントロール群を置かないデザイン

としている。しかし得られたアンケートの

結果を、これまでの文献における本邦の標

準的データと照合する必要がある。そこで

Koizumi らの論文を対照として、第１回調

査結果と比較をしてみた（表１）。 

 

表１ 基本チェックリストによる被災地と非被災地との比較 

 
No. 質問事項 回答 

仮設* 

高齢者 

対照* 

高齢者 

  １ バスや電車で１人で外出していますか いいえ 35.1 14.8 

手段的

-ADL 

 ２ 日用品の買い物をしていますか 
いいえ 19.0 7.2 

  ３ 預貯金の出し入れをしていますか いいえ 24.5 11.3 

社会的 ADL 
 ４ 友人の家を訪ねていますか いいえ 27.9 16.9 

 ５ 家族や友人の相談にのっていますか いいえ 23.6 10.9 

  ６ 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか いいえ 42.5 29.1 

  ７ 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか いいえ 32.7 14.2 

運動・転倒  ８ １５分間位続けて歩いていますか いいえ 23.1 10.6 

  ９ この１年間に転んだことがありますか はい 24.1 16.1 

 １０ 転倒に対する不安は大きいですか はい 49.4 31.7 

栄養 
１１ ６ヶ月間で２～３kg 以上の体重減少はありましたか はい 18.1 11.0 

１２ （BMI） はい   

 １３ 半年前に比べて堅いものが食べにくくなりましたか はい 30.9 22.0 

口腔機能 １４ お茶や汁物等でむせることがありますか はい 25.5 18.1 

 １５ 口の渇きが気になりますか はい 23.6 19.4 

閉じこもり 
１６ 週に１回以上は外出していますか いいえ 12.3 4.9 

１７ 昨年と比べて外出の回数が減っていますか はい 31.9 18.0 

認知症 

１８ 周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われ

ますか 
はい 22.3 14.4 

１９ 自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか いいえ 14.8 4.5 

２０ 今日が何月何日かわからない時がありますか はい 33.6 15.1 

 ２１ （ここ２週間）毎日の生活に充実感がない はい 29.8 11.9 

 ２２ （ここ２週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった はい 26.6 9.1 

うつ 
２３ （ここ２週間）以前は楽にできていたことが今ではおっくうに感じら

（れる 
はい 36.5 23.4 

 ２４ ここ２週間）自分が役に立つ人間だと思えない はい 27.9 15.7 

 ２５ （ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする はい 34.2 22.9 
＊対照群は 65 歳以上であるが、仮設群は震災時に 65 歳以上であるため、調査時期を考慮すると 

仮設群は約 67 歳以上となる。平均年齢は対照群、仮設群それぞれ 73.5 歳と 76.3 歳である。 
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すべての項目で、仮設在住高齢者群が不

良である。このことは「被災」という因子

が心理的に不良へ向かわせるバイアスがあ

ると考えられるが、それを勘案しても被災

者と非被災者との差があまりにも大きい。

質問項目の中で、わかり易く具体性のある

項目においても両群に明らかな差があるこ

とは、考慮に値すると思われる。 

 

（３）アンケート調査の継時的変化 

 震災後、24 か月と 32 か月の時点でアン

ケート調査を行い、各項目の変化を解析し

た(表２)。18 か月の間に握力が有意に低下

していた。一方アテネ不眠スコア(AIS)、K

６スコア、生きがいスコア、身体における

なんらかの自覚症状などは 18 か月の間に

改善傾向を認めた。

表２ 各検査項目の継時的検査(囲んだ項目が有意に変化したもの) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）タッチパネルコンピューターを用い

た簡易認知機能検査 

対象者数は 24 か月においては 700 名、

36か月においては526名(全て24か月の調

査に参加した者)であった。検査の総得点は

15 点で、時間の見当識、即時再生、遅延再

生、図形認識が評価項目として含まれてい

る。総得点が 12 点以下の場合、認知機能低

下の可能性を示唆する。震災後 24 か月では

33％、32 か月では 36％の被験者が 12 点以

下であり、過去の非被災地における調査で

の 12 点以下が 24.2％ (Urakami、2014)と

いう値を大きく上回る結果となった。更に、

24か月時の12点以下の高齢者の割合:33％

に比し、36 か月時は 36％と増悪傾向を示し

ており、単に加齢による増悪以上に、仮設

住宅における孤立、絶望感、心身のアクテ

ィビティの低下等が認知機能の増悪に影響
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を及ぼしたことが示唆される。 

また、認知機能の低下にどのような調査

項目が関与しているかについて回帰分析を

行った(表３)。枠囲みした項目が認知機能

の低下に関与したものであるが、年齢が若

いこと、握力が強いこと、K６スコアが低い

こと、Lawton I-ADL が高いこと、週に３度

以上の外出をすること、の６項目が簡易認

知機能検査の高値(13≦)との正相関を認め

た。 

 

 

表３ 認知機能低下者(≦12)と認知機能正常者(≧13)における各検査項目の関与 

(枠囲みが有意差を認めたもの) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）認知機能低下の要因 

認知機能低下の要因について検討した。

24 か月と 42 か月との間で認知機能が認知

症疑い域のまま、もしくは正常域から認知

症疑い域に低下した群（24 か月の MSP≦12 

and 42 か月の MSP≦12、または 24 か月の

MSP≧13 and 42 か月の MSP≦12）と、認知

機能が正常域のまま、もしくは認知症疑い

域から健常域に改善した群（24 か月の MSP

≧13 and 42 ヶ月の MSP≧12、または 24 か

月の MSP≦12 and 42 か月の MSP≧13）との

２群に分け解析を行った（表３）。２群間で

差が認められたのは外出時間及び頻度であ

り、健常維持・改善群は認知症疑い維持・

増悪群に比し有意に外出時間・外出頻度が

多かった。一方で BMI や握力に有意差はみ

られず、また AIS や K６テストでも差を認

めず、抑うつなどの関与は否定的と考えら

れた。 
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図４ 認知機能低下が疑われる被検者（MSP≦12）の割合の推移（濃色が MSP≦12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外出頻度と認知機能について解析した

ところ、週に１回以上外出する群では認知

症疑い例（MSP≦12）の割合が増加すること

は無かったが、外出頻度が月１回以下の群

では、32 か月から 42 か月間に有意に認知

症疑い例の割合が増加していた。 

 

図５ 外出頻度と認知機能の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．考察、結論 

本研究に置いて仮設入居高齢者の殆ど

が全壊の指定を受けていたことが分かった。

このことは、仮設高齢者の住居の多くが津

波危険地域にあったことを意味する。元の

土地に帰ることが困難な状況に加え、家

族・親類との死別のケースもあり、その喪

失感は計り知れないものがある。また長引

く仮設生活から、将来への不安も大きい。

本調査にて、体調の不良を訴える仮設高齢

者は３分の１に達し、既存の疾病の悪化も

散見することが判明した。 栄養状態も危惧

されるが、幸いほとんどが１日３食を維持

できていた。問題は食事内容であるが、今

後分析予定である。体重減少に示唆される

栄養状態の悪化は、転倒・骨折の危険因子

であり、ＡＤＬの低下を招き、生存期間の

短縮にも繋がるため、極めて重要な要素で

ある。健康診断や医療機関のデータと照合

して確認していくことが必要となる。喫煙

量、飲酒量そして睡眠導入薬の使用は、仮

設生活における精神状態を反映する。閉じ
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こもりやうつといった状態は、孤独死や自

殺といった問題に連結する。明らかに危険

な状態にある高齢者に対しては、気仙沼市

と協力して個別対処をしていく予定である。 

このたびの経験は、次の大規模災害に生

かさなくては意味がない。例えば直下型の

大地震が首都でおきたら、核家族化が進み、

地域的なつながりの薄い高齢者が大量に被

災者となる。今回の経験を生かさなければ、

閉じこもり、うつ、アルコール依存、孤独

死、自殺といった語句が再びメディアの紙

面を占めることになる。これから数年先の、

仮設住宅から災害公営住宅へのスムーズな

移行、そしてその後の、人生の終焉までの

生活の質の維持に関して、調査・研究して

いくことは必須であるし、かつ、次回の大

規模災害への対策を生み出すクオリティも

求められる。 

今回の検討は認知機能検査を３回とも

完遂した 239 例に限局しており、各種の統

計解析は限られたものになる。認知機能検

査脱落例の詳細な検討はこれからであるが、

調査票脱落例は転居が最も多い。自力での

住宅再建が困難な経済的困窮者、より高齢、

独居といったハイリスク者が集積している

可能性が高く、認知機能の低下を正確に評

価できていないかもしれない。今回の研究

では計画されなかったが、応急仮設住宅転

出後のフォローアップや、応急仮設住宅非

入居者との比較が望ましい。しかし、震災

から 42 か月時点で仮設住宅に居住を続け

る高齢者の認知機能が低下傾向であること

は事実であり、現在でも積極的な介入が必

要であることが示唆された。我々は他被災

地域において運動を含めた介入試験を開始

しており、一部では応急仮設住宅非入居者

も対象としており、今回の気仙沼市におけ

る結果を補強するデータの収集が期待され

る。今後の課題として、地区別および各交

絡因子を調整した解析、そしてロジスティ

ック回帰分析を用いた認知機能低下因子の

オッズ比の算出を計画している。これによ

り認知機能低下に対する要因が明確となり、

次なる災害時の具体的な認知症対策プラン

に活かすことが可能になる。 

現在は、仮設住宅から災害復興住宅への

転居が進行している。今後は、災害復興住

宅等の新たな居住空間においての健康調査、

介護＆認知症予防への取り組みが必要であ

ることに異論はないであろう。本研究に携

わった研究者一同、これからもなんらかの

形で、震災復興に尽力を続けていくことを

宣言し、本研究の結語とする。 
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